
第１号の２様式（第１条関係） 実 務 経 歴 書 (第1面) 

私は、
二級

木造 建築士の試験（免許）を受けたいので、建築実務の経歴を下記のとおり記載し、併せてこの

実務経歴書の内容が事実と相違しないことを第三者が確認したことを証する実務経歴証明書を提出します。 

なお、下記記載事項が真実で、かつ、正確であることを誓います。 

年  月  日 

氏名 ㊞ 
埼 玉 県 知 事 （ 自 署 ） 

埼玉県指定登録機関 殿 

一般社団法人埼玉建築士会会長 

記 

勤務先等 

勤務先（部課名まで） 所在地（番地まで） 
在職期間の合計 

年月～年月 年月数 

在職期間 
地位職名 建築実務の内容（建築士法施行規則第１条の２） 

年月～年月 年月数 

年 月 

年 月～  年 月 年 月 

年 月～  年 月 年 月 

建築実務の詳細 
建築実務経験期間の合計 

年 か月 

（ １ ） 

対象物件の名称等 
建築実務経験期間 

年月～年月 建築実務の割合 年月数 

％ 

実務経験の対象となる業務の内容（できるだけ具体的に 用途・構造・規模・担当業務 等）

（ ２  ） 

対象物件の名称等 
建築実務経験期間 

年月～年月 建築実務の割合 年月数 

実務経験の対象となる業務の内容（できるだけ具体的に 用途・構造・規模・担当業務 等）

（ ３ ） 

対象物件の名称等 
建築実務経験期間 

年月～年月 建築実務の割合 年月数 

実務経験の対象となる業務の内容（できるだけ具体的に 用途・構造・規模・担当業務 等）

 
令和○○　　 ○○　 ○○ 

○○県○○市○○町○○丁目○○番地 5年  　0か月 

2　　 0 

100

2 0

R2年4月～R4年3月 

R3年 4月～R4年 3月 1年 0月か月 

 年   か月 

対象物件の所在地 

対象物件の所在地 

対象物件の所在地 

年  月～  年  月 ％ 

株式会社○○建築設計事務所 
○○部 ○○課

Ｈ29年 4月～ Ｒ4年 3月 

技師 その他（公共建築物における維持管理保全計画及び利活用検討に係る業務） 

○○図書館の長期的な
維持保全計画

○○県○○市○○町○○丁目○○番地

○○市の○○図書館の長期的な維持保全計画の策定業務において、建築物や設備機器の劣化調査や法令等への適合状況

の確認を行い、○○図書館の改修・保全方法等の検討を行った。 

既存建築物の利活用
検討 

― R2年 4月～Ｒ3年 3月   100 ％ 1年 0月か月 

○○町の既存建築物の利活用の検討業務において、町内の５棟の既存建築物の法令への適合状況や改修の可能性を設計図

書を用いて検討したうえで、既存建築物の利活用に関する具体的な方策の検討を行った。 
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(第2面) 

注意事項 1 数字は、算用数字を用い、
二級

木造欄は該当する方を○で囲んでください。

2 氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができます。 

3 この実務経歴書は、勤務先（自営業を含む。）ごとに作成し、今までの建築に関する実務の経歴につい

て受験又は登録に必要な業務内容を年代順に記入してください。 

4 記載内容に不備があった場合又は疑義が生じた場合には、再提出や追加書類の提出を求めることに

なり、登録が遅れる場合があります。 

5 虚偽の実務経歴を記載した場合には、建築士法上の措置や登録が認められない場合もあります。 

6 ※の欄は、記入しないでください。 

（ ４ ） 

対象物件の名称等 
建築実務経験期間 

年月～年月 建築実務の割合 年月数 

年  月～ 年  月 ％ 年 か月 

実務経験の対象となる業務の内容（できるだけ具体的に 用途・構造・規模・担当業務 等）

（ ５ ） 

対象物件の名称等 
建築実務経験期間 

年月～年月 建築実務の割合 年月数 

年  月～ 年  月 ％ 年 か月 

実務経験の対象となる業務の内容（できるだけ具体的に 用途・構造・規模・担当業務 等）

（ ６ ） 

対象物件の名称等 
建築実務経験期間 

年月～年月 建築実務の割合 年月数 

年  月～ 年  月 ％ 年 か月 

実務経験の対象となる業務の内容（できるだけ具体的に 用途・構造・規模・担当業務 等）

（ ７ ） 

対象物件の名称等 
建築実務経験期間 

年月～年月 建築実務の割合 年月数 

年  月～ 年  月 ％ 年 か月 

実務経験の対象となる業務の内容（できるだけ具体的に 用途・構造・規模・担当業務 等）

※経由機関記載欄 ※指定登録機関記載欄

対象物件の所在地 

対象物件の所在地 

対象物件の所在地 

対象物件の所在地 



⑫ 建築実務の割合

建築実務の割合とは、申請者が勤務する会社の月の就業時間内において対象実務に従事した割合で

す。本割合は、対象実務に対し、どの程度寄与していたかを示す割合ではありませんのでご注意ください。 

・ 本割合について、対象実務のみを行った場合は 100％と記入してください。（下図の例①参照）

・ 対象ではない実務(総務・経理等の業務、対象実務の例示コード表に「×」と表記されている業

務等)を並行して行った場合、その割合を差し引いた値(90％、80％・・等)を建築実務の割合と

してください（下図の例②参照）。

・ また、対象実務に従事した時間が、勤務する会社の月の就業時間以上の場合、対象ではない実務

を行った割合に限らず、対象実務の割合は 100％と記入してください。（下図の例③参照）

・ 時短勤務等の場合の建築実務の割合は、会社の月の就業時間を基準として、時短勤務において対

象実務に従事した時間（月単位）が占める割合とします。（次頁の例④）

例：勤務する会社における月の就業時間は 160 時間で、申請者は時短勤務として 1 日 4 時間・月 20 日勤

務（月 80時間程度）である。 

この場合の「建築実務の割合」の算出例：80時間／160時間＝0.5（50％）となります。 

時短勤務で、さらに対象ではない実務を同時に行った場合は、時短により算出した割合から対象では

ない実務を行った割合を差し引いた値として記入してください。 

・ 一定の期間内において複数の対象実務に従事し、対象実務に従事した時間の合計が月の就業時

間以上となっている場合は、業務始期が新しい実務をその期間内において従事した実務とした

上で「建築実務の割合」を 100％と記入してください（下図の例⑤参照）。

・ 複数の対象実務を行っていても、対象実務に従事した時間の合計が月の就業時間未満の場合は、

業務始期が新しい実務をその期間内において従事した実務とした上で、対象ではない実務を行

った割合を差し引いた値（90％・80％・・等）を記入してください（下図の例⑥参照）。

【建築実務の割合求め方】




